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１ 趣旨 
  産業構造の変化、働き方の多様化を背景とした労働時間分布の長短二極化、高齢化の

進展等労働者を取り巻く環境は大きく変化してきている。その中で、脳・心臓疾患につ

ながる所見を始めとして何らかの異常の所見があると認められる労働者が年々増加し、

５割を超えている。さらに、労働者が業務上の事由によって脳・心臓疾患を発症し突然

死等の重大な事態に至る「過労死」等の事案が多発し、社会的にも大きな問題となって

いる。 
  このような状況の中で、労働者が職業生活の全期間を通して健康で働くことができる

ようにするためには、事業者が労働者の健康状態を的確に把握し、その結果に基づき、

医学的知見を踏まえて、労働者の健康管理を適切に講ずることが不可欠である。そのた

めには、事業者は、健康診断（労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）第 66 条の２の

規定に基づく深夜業に従事する労働者が自ら受けた健康診断（以下「自発的健診」とい

う。）及び労働者災害補償保険法（昭和 22 年法律第 50 号）第 26 条第２項第１号の規定

に基づく二次健康診断（以下「二次健康診断」という。）を含む。）の結果、異常の所見

があると診断された労働者について、当該労働者の健康を保持するために必要な措置に

ついて聴取した医師又は歯科医師（以下「医師等」という。）の意見を十分勘案し、必要

があると認めるときは、当該労働者の実情を考慮して、就業場所の変更、作業の転換、

労働時間の短縮、深夜業の回数の減少、昼間勤務への転換等の措置を講ずるほか、作業

環境測定の実施、施設又は設備の設置又は整備、当該医師等の意見の衛生委員会若しく

は安全衛生委員会（以下「衛生委員会等」という。）又は労働時間等設定改善委員会（労

働時間等の設定の改善に関する特別措置法（平成４年法律第 90 号）第７条第１項に規定

する労働時間等設定改善委員会をいう。以下同じ。）への報告その他の適切な措置を講ず

る必要がある（以下、事業者が講ずる必要があるこれらの措置を「就業上の措置」とい

う。）。 
  また、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）の趣旨を踏まえ、健康

診断の結果等の個々の労働者の健康に関する個人情報（以下「健康情報」という。）につ

いては、特にその適正な取扱いの確保を図る必要がある。 
  この指針は、健康診断の結果に基づく就業上の措置が、適切かつ有効に実施されるた



 
 

め、就業上の措置の決定・実施の手順に従って、健康診断の実施、健康診断の結果につ

いての医師等からの意見の聴取、就業上の措置の決定、健康情報の適正な取扱い等につ

いての留意事項を定めたものである。 
 
２ 就業上の措置の決定・実施の手順と留意事項 
（１）健康診断の実施 
   事業者は、労働安全衛生法第 66 条第１項から第４項までの規定に定めるところによ

り、労働者に対し医師等による健康診断を実施し、当該労働者ごとに診断区分（異常

なし、要観察、要医療等の区分をいう。以下同じ。）に関する医師等の判定を受けるも

のとする。 
   なお、健康診断の実施に当たっては、事業者は受診率が向上するよう労働者に対す

る周知及び指導に努める必要がある。 
   また、産業医の選任義務のある事業場においては、事業者は、当該事業場の労働者

の健康管理を担当する産業医に対して、健康診断の計画や実施上の注意等について助

言を求めることが必要である。 
（２）二次健康診断の受診勧奨等 
   事業者は、労働安全衛生法第 66 条第１項の規定による健康診断又は当該健康診断に

係る同条第５項ただし書の規定による健康診断（以下「一次健康診断」という。）にお

ける医師の診断の結果に基づき、二次健康診断の対象となる労働者を把握し、当該労

働者に対して、二次健康診断の受診を勧奨するとともに、診断区分に関する医師の判

定を受けた当該二次健康診断の結果を事業者に提出するよう働きかけることが適当で

ある。 
（３）健康診断の結果についての医師等からの意見の聴取 
   事業者は、労働安全衛生法第 66 条の４の規定に基づき、健康診断の結果（当該健康

診断の項目に異常の所見があると診断された労働者に係るものに限る。）について、医

師等の意見を聴かなければならない。 
  イ 意見を聴く医師等 
    事業者は、産業医の選任義務のある事業場においては、産業医が労働者個人ごと

の健康状態や作業内容、作業環境についてより詳細に把握しうる立場にあることか

ら、産業医から意見を聴くことが適当である。 
    なお、産業医の選任義務のない事業場においては、労働者の健康管理等を行うの

に必要な医学に関する知識を有する医師等から意見を聴くことが適当であり、こう

した医師が労働者の健康管理等に関する相談等に応じる地域産業保健センターの活

用を図ること等が適当である。 
  ロ 医師等に対する情報の提供 
    事業者は、適切に意見を聴くため、必要に応じ、意見を聴く医師等に対し、労働

者に係る作業環境、労働時間、労働密度、深夜業の回数及び時間数、作業態様、作

業負荷の状況、過去の健康診断の結果等に関する情報及び職場巡視の機会を提供し、

また、健康診断の結果のみでは労働者の身体的又は精神的状態を判断するための情

報が十分でない場合は、労働者との面接の機会を提供することが適当である。また、



 
 

過去に実施された労働安全衛生法第 66 条の８、第 66 条の９及び第 66 条の 10 第３

項の規定に基づく医師による面接指導等の結果又は労働者から同意を得て事業者に

提供された法第 66 条の 10 第１項の規定に基づく心理的な負担の程度を把握するた

めの検査の結果に関する情報を提供することも考えられる。 
    また、二次健康診断の結果について医師等の意見を聴取するに当たっては、意見

を聴く医師等に対し、当該二次健康診断の前提となった一次健康診断の結果に関す

る情報を提供することが適当である。 
  ハ 意見の内容 
    事業者は、就業上の措置に関し、その必要性の有無、講ずべき措置の内容等に係

る意見を医師等から聴く必要がある。 
  （イ）就業区分及びその内容についての意見 
     当該労働者に係る就業区分及びその内容に関する医師等の判断を下記の区分

（例）によって求めるものとする。  
就業区分 

就業上の措置の内容 
区分 内容 

通常勤務 通常の勤務でよい

もの  

就業制限 勤務に制限を加え

る必要のあるもの 

勤務による負荷を軽減するため、労

働時間の短縮、出張の制限、時間外

労働の制限、労働負荷の制限、作業

の転換、就業場所の変更、深夜業の

回数の減少、昼間勤務への転換等の

措置を講じる。 

要休業 勤務を休む必要の

あるもの 
療養のため、休暇、休職等により一

定期間勤務させない措置を講じる。 
  （ロ）作業環境管理及び作業管理についての意見 
     健康診断の結果、作業環境管理及び作業管理を見直す必要がある場合には、作

業環境測定の実施、施設又は設備の設置又は整備、作業方法の改善その他の適切

な措置の必要性について意見を求めるものとする。 
  ニ 意見の聴取の方法と時期 
    事業者は、医師等に対し、労働安全衛生規則等に基づく健康診断の個人票の様式

中医師等の意見欄に、就業上の措置に関する意見を記入することを求めることとす

る。 
    なお、記載内容が不明確である場合等については、当該医師等に内容等の確認を

求めておくことが適当である。 
    また、意見の聴取は、速やかに行うことが望ましく、特に自発的健診及び二次健

康診断に係る意見の聴取はできる限り迅速に行うことが適当である。 
（４）就業上の措置の決定等 
  イ 労働者からの意見の聴取等 
    事業者は、（３）の医師等の意見に基づいて、就業区分に応じた就業上の措置を決



 
 

定する場合には、あらかじめ当該労働者の意見を聴き、十分な話合いを通じてその

労働者の了解が得られるよう努めることが適当である。 
    なお、産業医の選任義務のある事業場においては、必要に応じて、産業医の同席

の下に労働者の意見を聴くことが適当である。 
  ロ 衛生委員会等への医師等の意見の報告等 
    衛生委員会等において労働者の健康障害の防止対策及び健康の保持増進対策につ

いて調査審議を行い、又は労働時間等設定改善委員会において労働者の健康に配慮

した労働時間等の設定の改善について調査審議を行うに当たっては、労働者の健康

の状況を把握した上で調査審議を行うことが、より適切な措置の決定等に有効であ

ると考えられることから、事業者は、衛生委員会等の設置義務のある事業場又は労

働時間等設定改善委員会を設置している事業場においては、必要に応じ、健康診断

の結果に係る医師等の意見をこれらの委員会に報告することが適当である。 
    なお、この報告に当たっては、労働者のプライバシーに配慮し、労働者個人が特

定されないよう医師等の意見を適宜集約し、又は加工する等の措置を講ずる必要が

ある。 
    また、事業者は、就業上の措置のうち、作業環境測定の実施、施設又は設備の設

置又は整備、作業方法の改善その他の適切な措置を決定する場合には、衛生委員会

等の設置義務のある事業場においては、必要に応じ、衛生委員会等を開催して調査

審議することが適当である。 
  ハ 就業上の措置の実施に当たっての留意事項 
  （イ）関係者間の連携等 
     事業者は、就業上の措置を実施し、又は当該措置の変更若しくは解除をしよう

とするに当たっては、医師等と他の産業保健スタッフとの連携はもちろんのこと、

当該事業場の健康管理部門と人事労務管理部門との連携にも十分留意する必要が

ある。また、就業上の措置の実施に当たっては、特に労働者の勤務する職場の管

理監督者の理解を得ることが不可欠であることから、プライバシーに配慮しつつ

事業者は、当該管理監督者に対し、就業上の措置の目的、内容等について理解が

得られるよう必要な説明を行うことが適当である。 
     また、労働者の健康状態を把握し、適切に評価するためには、健康診断の結果

を総合的に考慮することが基本であり、例えば、平成 19 年の労働安全衛生規則の

改正により新たに追加された腹囲等の項目もこの総合的考慮の対象とすることが

適当と考えられる。しかし、この項目の追加によって、事業者に対して、従来と

異なる責任が求められるものではない。 
     なお、就業上の措置を講じた後、健康状態の改善が見られた場合には、医師等

の意見を聴いた上で、通常の勤務に戻す等適切な措置を講ずる必要がある。 
  （ロ）健康診断結果を理由とした不利益な取扱いの防止 
     健康診断の結果に基づく就業上の措置は、労働者の健康の確保を目的とするも

のであるため、事業者が、健康診断において把握した労働者の健康情報等に基づ

き、当該労働者の健康の確保に必要な範囲を超えて、当該労働者に対して不利益

な取扱いを行うことはあってはならない。このため、以下に掲げる事業者による



 
 

不利益な取扱いについては、一般的に合理的なものとはいえないため、事業者は

これらを行ってはならない。なお、不利益な取扱いの理由が以下に掲げる理由以

外のものであったとしても、実質的に以下に掲げるものに該当するとみなされる

場合には、当該不利益な取扱いについても、行ってはならない。 
    ① 就業上の措置の実施に当たり、健康診断の結果に基づく必要な措置について

医師の意見を聴取すること等の法令上求められる手順に従わず、不利益な取扱

いを行うこと。 
    ② 就業上の措置の実施に当たり、医師の意見とはその内容・程度が著しく異な

る等医師の意見を勘案し必要と認められる範囲内となっていないもの又は労働

者の実情が考慮されていないもの等の法令上求められる要件を満たさない内容

の不利益な取扱いを行うこと。 
    ③ 健康診断の結果を理由として、以下の措置を行うこと。 
     (a) 解雇すること。 

     (b) 期間を定めて雇用される者について契約の更新をしないこと。 

     (c) 退職勧奨を行うこと。 

     (d) 不当な動機・目的をもってなされたと判断されるような配置転換又は職位

（役職）の変更を命じること。 
     (e) その他の労働契約法等の労働関係法令に違反する措置を講じること。 
（５）その他の留意事項 
  イ 健康診断結果の通知 
    事業者は、労働者が自らの健康状態を把握し、自主的に健康管理が行えるよう、

労働安全衛生法第 66 条の６の規定に基づき、健康診断を受けた労働者に対して、異

常の所見の有無にかかわらず、遅滞なくその結果を通知しなければならない。 
  ロ 保健指導 
    事業者は、労働者の自主的な健康管理を促進するため、労働安全衛生法第 66 条の

７第１項の規定に基づき、一般健康診断の結果、特に健康の保持に努める必要があ

ると認める労働者に対して、医師又は保健師による保健指導を受けさせるよう努め

なければならない。この場合、保健指導として必要に応じ日常生活面での指導、健

康管理に関する情報の提供、健康診断に基づく再検査又は精密検査、治療のための

受診の勧奨等を行うほか、その円滑な実施に向けて、健康保険組合その他の健康増

進事業実施者（健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）第６条に規定する健康増進事

業実施者をいう。）等との連携を図ること。 
    深夜業に従事する労働者については、昼間業務に従事する者とは異なる生活様式

を求められていることに配慮し、睡眠指導や食生活指導等を一層重視した保健指導

を行うよう努めることが必要である。 
    また、労働者災害補償保険法第 26 条第２項第２号の規定に基づく特定保健指導及

び高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）第 24 条の規定に基づ

く特定保健指導を受けた労働者については、労働安全衛生法第 66 条の７第１項の規

定に基づく保健指導を行う医師又は保健師にこれらの特定保健指導の内容を伝える

よう働きかけることが適当である。 



 
 

    なお、産業医の選任義務のある事業場においては、個々の労働者ごとの健康状態

や作業内容、作業環境等についてより詳細に把握し得る立場にある産業医が中心と

なり実施されることが適当である。 
  ハ 再検査又は精密検査の取扱い 
    事業者は、就業上の措置を決定するに当たっては、できる限り詳しい情報に基づ

いて行うことが適当であることから、再検査又は精密検査を行う必要のある労働者

に対して、当該再検査又は精密検査受診を勧奨するとともに、意見を聴く医師等に

当該検査の結果を提出するよう働きかけることが適当である。 
    なお、再検査又は精密検査は、診断の確定や症状の程度を明らかにするものであ

り、一律には事業者にその実施が義務付けられているものではないが、有機溶剤中

毒予防規則（昭和 47 年労働省令第 36 号）、鉛中毒予防規則（昭和 47 年労働省令第

37 号）、特定化学物質障害予防規則（昭和 47 年労働省令第 39 号）、高気圧作業安全

衛生規則（昭和 47 年労働省令第 40 号）及び石綿障害予防規則（平成 17 年厚生労働

省令第 21 号）に基づく特殊健康診断として規定されているものについては、事業者

にその実施が義務付けられているので留意する必要がある。 
  ニ 健康情報の保護 
    事業者は、雇用管理に関する個人情報の適正な取扱いを確保するために事業者が

講ずべき措置に関する指針（平成 16 年厚生労働省告示第 259 号）に基づき、健康情

報の保護に留意し、その適正な取扱いを確保する必要がある。 
    事業者は、就業上の措置の実施に当たって、産業保健業務従事者（産業医、保健

師等、衛生管理者その他の労働者の健康管理に関する業務に従事する者をいう。）以

外の者に健康情報を取り扱わせる時は、これらの者が取り扱う健康情報が就業上の

措置を実施する上で必要最小限のものとなるよう、必要に応じて健康情報の内容を

適切に加工した上で提供する等の措置を講ずる必要があり、診断名、検査値、具体

的な愁訴の内容等の加工前の情報や詳細な医学的情報は取り扱わせてはならないも

のとする。 
  ホ 健康診断結果の記録の保存 
    事業者は、労働安全衛生法第 66 条の３及び第 103 条の規定に基づき、健康診断結

果の記録を保存しなければならない。記録の保存には、書面による保存及び電磁的

記録による保存があり、電磁的記録による保存を行う場合は、厚生労働省の所管す

る法令の規定に基づく民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の

利用に関する省令（平成 17 年厚生労働省令第 44 号）に基づき適切な保存を行う必

要がある。また、健康診断結果には医療に関する情報が含まれることから、事業者

は安全管理措置等について「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」

を参照することが望ましい。 
    また、二次健康診断の結果については、事業者にその保存が義務付けられている

ものではないが、継続的に健康管理を行うことができるよう、保存することが望ま

しい。 
    なお、保存に当たっては、当該労働者の同意を得ることが必要である。 
 



 
 

３ 派遣労働者に対する健康診断に係る留意事項 
（１）健康診断の実施 
   派遣労働者については、労働安全衛生法第 66 条第１項の規定に基づく健康診断（以

下「一般健康診断」という。）は派遣元事業者が実施し、同条第２項又は第３項に基づ

く健康診断（以下「特殊健康診断」という。）は派遣先事業者が実施しなければならな

い。 
   派遣労働者に対する一般健康診断の実施に当たって、派遣先事業者は、当該派遣労

働者が派遣元事業者が実施する一般健康診断を受診することができるよう必要な配慮

をすることが適当である。また、派遣元事業者から依頼があった場合には、派遣先事

業者は、その雇用する労働者に対する一般健康診断を実施する際に、派遣労働者もこ

れを受診することができるよう配慮することが望ましい。なお、派遣先事業者が、派

遣労働者も含めて一般健康診断を実施するに当たっては、当該一般健康診断の結果は、

派遣元事業者が取り扱うべきものであることから、一般健康診断を実施した医師から

直接派遣元事業者に結果を提供させること等の方法により、派遣先事業者は当該結果

を把握しないようにする必要がある。 
（２）医師に対する情報の提供 
   派遣元事業主は、一般健康診断の結果について適切に医師から意見を聴くことがで

きるよう、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律

（昭和 60 年法律第 88 号）（以下「労働者派遣法」という。）第 42 条第３項の規定に基

づき派遣先事業者から通知された当該労働者の労働時間に加え、必要に応じ、派遣先

事業者に対し、その他の勤務の状況又は職場環境に関する情報について提供するよう

依頼し、派遣先事業者は、派遣元事業者から依頼があった場合には、必要な情報を提

供することとする。 
   この場合において、派遣元事業者は、派遣先事業者への依頼について、あらかじめ、

当該派遣労働者の同意を得なければならない。 
（３）就業上の措置の決定等 
   派遣労働者に対し就業上の措置を講ずるに当たって、派遣先の協力が必要な場合に

は、派遣元事業者は、派遣先事業者に対して、当該措置の実施に協力するよう要請す

ることとし、派遣先事業者は、派遣元事業者から要請があった場合には、これに応じ、

必要な協力を行うこととする。この場合において、派遣元事業者は、派遣先事業者へ

の要請について、あらかじめ、当該派遣労働者の同意を得なければならない。 
   また、派遣先事業者は、特殊健康診断の結果に基づく就業上の措置を講ずるに当た

っては、派遣元事業者と連絡調整を行った上でこれを実施することとし、就業上の措

置を実施したときは、派遣元事業者に対し、当該措置の内容に関する情報を提供する

こととする。 
（４）不利益な取扱いの禁止 
   次に掲げる派遣先事業者による派遣労働者に対する不利益な取扱いについては、一

般的に合理的なものとはいえないため、派遣先事業者はこれを行ってはならない。な

お、不利益な取扱いの理由がこれ以外のものであったとしても、実質的にこれに該当

するとみなされる場合には、当該不利益な取扱いについても行ってはならない。 



 
 

  ① 一般健康診断の結果に基づく派遣労働者の就業上の措置について、派遣元事業者

からその実施に協力するよう要請があったことを理由として、派遣先事業者が、当

該派遣労働者の変更を求めること。 
  ② 派遣元事業者が本人の同意を得て、派遣先事業者に派遣労働者の一般健康診断の

結果を提供した場合において、これを理由として、派遣先事業者が、派遣元事業者

が聴取した医師の意見を勘案せず又は当該派遣労働者の実情を考慮せず、当該派遣

労働者の変更を求めること。 
  ③ 特殊健康診断の結果に基づく就業上の措置の実施に当たり、健康診断の結果に基

づく必要な措置について医師の意見を聴取すること等の法令上求められる手順に従

わず、派遣先事業者が、当該派遣労働者の変更を求めること。 
  ④ 特殊健康診断の結果に基づく就業上の措置の実施に当たり、医師の意見を勘案せ

ず又は労働者の実情を考慮せず、派遣先事業者が、当該派遣労働者の変更を求める

こと。 
（５）特殊健康診断の結果の保存及び通知 
   特殊健康診断の結果の記録の保存は、派遣先事業者が行わなければならないが、派

遣労働者については、派遣先が変更になった場合にも、当該派遣労働者の健康管理が

継続的に行われるよう、労働者派遣法第 45 条第 10 項及び第 11 項の規定に基づき、派

遣先事業者は、特殊健康診断の結果の記録の写しを派遣元事業者に送付しなければな

らず、派遣元事業者は、派遣先事業者から送付を受けた当該記録の写しを保存しなけ

ればならない。 
   また、派遣元事業者は、当該記録の写しに基づき、派遣労働者に対して特殊健康診

断の結果を通知しなければならない。 
（６）健康情報の保護 
   派遣労働者の一般健康診断に関する健康情報については、派遣元事業者の責任にお

いて取り扱うものとし、派遣元事業者は、派遣労働者の同意を得ずに、これを派遣先

事業者に提供してはならない。 



 

 
 

二次健康診断等給付について 

 

 二次健康診断等給付は、労働安全衛生法の規定による定期健康診断等のうち、直近のも

の（以下「一次健康診断」という。）において、脳・心臓疾患を発症する危険性が高いと判

断された人に対して、脳血管及び心臓の状態を把握するための二次健康診断及び脳･心臓疾

患の発症の予防を図るための医師等による特定保健指導を受診者の負担なく受けることが

できる労災保険制度の保険給付です。 

 

１．二次健康診断等給付を受けるための要件 

二次健康診断等給付は、一次健康診断の結果において、①血圧の測定、②血中脂質検査、

③血糖検査、④腹囲の検査又は BMI（肥満度）の測定、のすべての検査項目について異常

の所見があると診断された場合に１年度内に１回のみ受けることができます。 

ただし、①から④の検査項目において異常なしと診断された場合であっても、所属する

事業所に選任されている産業医等が、当該検査を受けた労働者の就業環境等を総合的に勘

案し異常の所見が認められると診断した場合には、産業医等の意見を優先し、当該検査項

目については異常の所見があるものとすることができます。 

なお、労災保険制度に特別加入されている方及びすでに医師により脳・心臓疾患の症状

を有すると診断されている人は対象外となります。 

 

２．二次健康診断等給付の内容 

二次健康診断及び特定保健指導の内容は次の通りです。 

（１）二次健康診断 

（a）空腹時血中脂質検査（LDL コレステロール、HDL コレステロール及び血清トリグリ

セライドの量の検査） 

（b）空腹時血糖値検査（空腹時の血中グルコース量の検査） 

（c）ヘモグロビン A1C検査（一次健康診断において行った場合は除く。） 

（d）負荷心電図検査又は胸部超音波検査（心エコー検査） 

（e）頸部超音波検査（頸部エコー検査） 

（f）微量アルブミン尿検査（一次健康診断において尿中の蛋白の有無の検査において

疑陽性(±)又は弱陽性(+)の所見があると診断された場合に限る。） 

（２）特定保健指導 

栄養指導、運動指導、生活指導 

 

３．問い合わせ先 

都道府県労働局、労働基準監督署 



基 発 第 06 1 90 01 号 

平成２１年６月１９ 日 

 

 

都道府県労働局長 殿 

 

厚生労働省労働基準局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

職場における熱中症の予防について 

 

 

   職場における熱中症の予防については、平成８年５月２１日付け基発第３２９号「熱

中症の予防について」及び平成１７年７月２９日付け基安発第０７２９００１号「熱

中症の予防対策におけるＷＢＧＴの活用について」により対策を推進しているが、熱

中症による死亡者数が年間約２０名を数え、また、休業４日以上の業務上疾病者数が

年間約３００名にも上っているところである。 

   さらに、糖尿病、高血圧症等が一般に熱中症の発症リスクを高める中、健康診断等

に基づく措置の一層の徹底が必要な状況であること等から、下記のとおり、職場にお

ける熱中症の予防に関する事業者の実施事項を示すこととしたところである。 

各労働局においては、関係事業場等において、下記事項が的確に実施されるよう指

導等に遺憾なきを期されたい。 

また、関係業界団体等に対しては、本職から別添のとおり要請を行ったので、了知

されたい。 

なお、本通達をもって、平成８年５月２１日付け基発第３２９号通達は廃止する。 

 

記 

 

第１ ＷＢＧＴ値（暑さ指数）の活用                                                          

１ ＷＢＧＴ値等 

ＷＢＧＴ（Wet-Bulb Globe Temperature：湿球黒球温度（単位：℃））の値は、

暑熱環境による熱ストレスの評価を行う暑さ指数（式①又は②により算出）であり、



作業場所に、ＷＢＧＴ測定器を設置するなどにより、ＷＢＧＴ値を求めることが望

ましいこと。特に、ＷＢＧＴ予報値、熱中症情報等により、事前にＷＢＧＴ値が表

１－１のＷＢＧＴ基準値（以下単に「ＷＢＧＴ基準値」という。）を超えることが

予想される場合は、ＷＢＧＴ値を作業中に測定するよう努めること。 

ア 屋内の場合及び屋外で太陽照射のない場合 

ＷＢＧＴ値＝0.7×自然湿球温度＋0.3×黒球温度   式① 

イ 屋外で太陽照射のある場合 

ＷＢＧＴ値＝0.7×自然湿球温度＋0.2×黒球温度＋0.1×乾球温度  式②  

また、ＷＢＧＴ値の測定が行われていない場合においても、気温（乾球温度）及

び相対湿度を熱ストレスの評価を行う際の参考にすること。 

 

２ ＷＢＧＴ値に係る留意事項 

表１－２に掲げる衣類を着用して作業を行う場合にあっては、式①又は②により

算出されたＷＢＧＴ値に、それぞれ表１－２に掲げる補正値を加える必要があるこ

と。 

また、ＷＢＧＴ基準値は、既往症がない健康な成年男性を基準に、ばく露されて

もほとんどの者が有害な影響を受けないレベルに相当するものとして設定されてい

ることに留意すること。 

 

３ ＷＢＧＴ基準値に基づく評価等 

ＷＢＧＴ値が、ＷＢＧＴ基準値を超え、又は超えるおそれのある場合には、冷房

等により当該作業場所のＷＢＧＴ値の低減を図ること、身体作業強度（代謝率レベ

ル）の低い作業に変更すること、ＷＢＧＴ基準値より低いＷＢＧＴ値である作業場

所での作業に変更することなどの熱中症予防対策を作業の状況等に応じて実施する

よう努めること。それでもなお、ＷＢＧＴ基準値を超え、又は超えるおそれのある

場合には、第２の熱中症予防対策の徹底を図り、熱中症の発生リスクの低減を図る

こと。ただし、ＷＢＧＴ基準値を超えない場合であっても、ＷＢＧＴ基準値が前提

としている条件に当てはまらないとき又は補正値を考慮したＷＢＧＴ基準値を算出

することができないときは、実際の条件により、ＷＢＧＴ基準値を超え、又は超え

るおそれのある場合と同様に、第２の熱中症予防対策の徹底を図らなければならな

い場合があることに留意すること。 

上記のほか、熱中症を発症するリスクがあるときは、必要に応じて第２の熱中症



予防対策を実施することが望ましいこと。 

 

第２ 熱中症予防対策 

１ 作業環境管理 

（１）ＷＢＧＴ値の低減等 

次に掲げる措置を講ずることなどにより当該作業場所のＷＢＧＴ値の低減に努

めること。 

ア ＷＢＧＴ基準値を超え、又は超えるおそれのある作業場所（以下単に「高温

多湿作業場所」という。）においては、発熱体と労働者の間に熱を遮ることの

できる遮へい物等を設けること。 

イ 屋外の高温多湿作業場所においては、直射日光並びに周囲の壁面及び地面か

らの照り返しを遮ることができる簡易な屋根等を設けること。 

ウ 高温多湿作業場所に適度な通風又は冷房を行うための設備を設けること。ま

た、屋内の高温多湿作業場所における当該設備は、除湿機能があることが望ま

しいこと。 

なお、通風が悪い高温多湿作業場所での散水については、散水後の湿度の上

昇に注意すること。 

（２）休憩場所の整備等 

労働者の休憩場所の整備等について、次に掲げる措置を講ずるよう努めること。 

ア 高温多湿作業場所の近隣に冷房を備えた休憩場所又は日陰等の涼しい休憩場

所を設けること。また、当該休憩場所は臥床することのできる広さを確保する

こと。 

イ 高温多湿作業場所又はその近隣に氷、冷たいおしぼり、水風呂、シャワー等

の身体を適度に冷やすことのできる物品及び設備を設けること。 

ウ 水分及び塩分の補給を定期的かつ容易に行えることができるよう高温多湿作

業場所に飲料水の備付け等を行うこと。 

 

２  作業管理 

（１）作業時間の短縮等 

作業の休止時間及び休憩時間を確保し、高温多湿作業場所の作業を連続して行

う時間を短縮すること、身体作業強度（代謝率レベル）が高い作業を避けること、

作業場所を変更することなどの熱中症予防対策を、作業の状況等に応じて実施す



るよう努めること。 

（２）熱への順化 

高温多湿作業場所において労働者を作業に従事させる場合には、熱への順化（熱

に慣れ当該環境に適応すること）の有無が、熱中症の発生リスクに大きく影響す

ることを踏まえて、計画的に、熱への順化期間を設けることが望ましいこと。特

に、梅雨から夏季になる時期において、気温等が急に上昇した高温多湿作業場所

で作業を行う場合、新たに当該作業を行う場合、また、長期間、当該作業場所で

の作業から離れ、その後再び当該作業を行う場合等においては、通常、労働者は

熱に順化していないことに留意が必要であること。 

（３）水分及び塩分の摂取 

自覚症状以上に脱水状態が進行していることがあること等に留意の上、自覚症

状の有無にかかわらず、水分及び塩分の作業前後の摂取及び作業中の定期的な摂

取を指導するとともに、労働者の水分及び塩分の摂取を確認するための表の作成、

作業中の巡視における確認などにより、定期的な水分及び塩分の摂取の徹底を図

ること。特に、加齢や疾患によって脱水状態であっても自覚症状に乏しい場合が

あることに留意すること。 

なお、塩分等の摂取が制限される疾患を有する労働者については、主治医、産

業医等に相談させること。  

（４）服装等 

熱を吸収し、又は保熱しやすい服装は避け、透湿性及び通気性の良い服装を着

用させること。また、これらの機能を持つ身体を冷却する服の着用も望ましいこ

と。 

なお、直射日光下では通気性の良い帽子等を着用させること。 

（５）作業中の巡視 

定期的な水分及び塩分の摂取に係る確認を行うとともに、労働者の健康状態を

確認し、熱中症を疑わせる兆候が表れた場合において速やかな作業の中断その他

必要な措置を講ずること等を目的に、高温多湿作業場所の作業中は巡視を頻繁に

行うこと。  

 

３ 健康管理 

（１）健康診断結果に基づく対応等 

労働安全衛生規則（昭和４７年労働省令第３２号）第４３条、第４４条及び第



４５条に基づく健康診断の項目には、糖尿病、高血圧症、心疾患、腎不全等の熱

中症の発症に影響を与えるおそれのある疾患と密接に関係した血糖検査、尿検査、

血圧の測定、既往歴の調査等が含まれていること及び労働安全衛生法（昭和４７

年法律第５７号）第６６条の４及び第６６条の５に基づき、異常所見があると診

断された場合には医師等の意見を聴き、当該意見を勘案して、必要があると認め

るときは、事業者は、就業場所の変更、作業の転換等の適切な措置を講ずること

が義務付けられていることに留意の上、これらの徹底を図ること。 

また、熱中症の発症に影響を与えるおそれのある疾患の治療中等の労働者につ

いては、事業者は、高温多湿作業場所における作業の可否、当該作業を行う場合

の留意事項等について産業医、主治医等の意見を勘案して、必要に応じて、就業

場所の変更、作業の転換等の適切な措置を講ずること。 

（２）日常の健康管理等 

高温多湿作業場所で作業を行う労働者については、睡眠不足、体調不良、前日

等の飲酒、朝食の未摂取等が熱中症の発症に影響を与えるおそれがあることに留

意の上、日常の健康管理について指導を行うとともに、必要に応じ健康相談を行

うこと。これを含め、労働安全衛生法第６９条に基づき健康の保持増進のための

措置に取り組むよう努めること。 

さらに、熱中症の発症に影響を与えるおそれのある疾患の治療中等である場合

は、熱中症を予防するための対応が必要であることを労働者に対して教示すると

ともに、労働者が主治医等から熱中症を予防するための対応が必要とされた場合

又は労働者が熱中症を予防するための対応が必要となる可能性があると判断した

場合は、事業者に申し出るよう指導すること。 

（３）労働者の健康状態の確認 

作業開始前に労働者の健康状態を確認すること。 

作業中は巡視を頻繁に行い、声をかけるなどして労働者の健康状態を確認する

こと。 

また、複数の労働者による作業においては、労働者にお互いの健康状態につい

て留意させること。 

（４）身体の状況の確認 

休憩場所等に体温計、体重計等を備え、必要に応じて、体温、体重その他の身

体の状況を確認できるようにすることが望ましいこと。 

 



４  労働衛生教育 

労働者を高温多湿作業場所において作業に従事させる場合には、適切な作業管理、

労働者自身による健康管理等が重要であることから、作業を管理する者及び労働者

に対して、あらかじめ次の事項について労働衛生教育を行うこと。 

（１）熱中症の症状 

（２）熱中症の予防方法 

（３）緊急時の救急処置 

（４）熱中症の事例 

なお、（２）の事項には、１から４までの熱中症予防対策が含まれること。 

 

５  救急処置 

（１）緊急連絡網の作成及び周知 

労働者を高温多湿作業場所において作業に従事させる場合には、労働者の熱中

症の発症に備え、あらかじめ、病院、診療所等の所在地及び連絡先を把握すると

ともに、緊急連絡網を作成し、関係者に周知すること。 

（２）救急措置 

熱中症を疑わせる症状が現われた場合は、救急処置として涼しい場所で身体を

冷し、水分及び塩分の摂取等を行うこと。また、必要に応じ、救急隊を要請し、

又は医師の診察を受けさせること。 



 （解説） 

本解説は、職場における熱中症予防対策を推進する上での留意事項を解説したもの

である。 

１ 熱中症について 

  熱中症は、高温多湿な環境下において、体内の水分及び塩分（ナトリウム等）の

バランスが崩れたり、体内の調整機能が破綻するなどして、発症する障害の総称で

あり、めまい・失神、筋肉痛・筋肉の硬直、大量の発汗、頭痛・気分の不快・吐き

気・嘔吐・倦怠感・虚脱感、意識障害・痙攣・手足の運動障害、高体温等の症状が

現れる。 

 

２ ＷＢＧＴ値（暑さ指数）の活用について 

（１）ＷＢＧＴ値の測定方法等は、平成１７年７月２９日付け基安発第 0729001 号「熱

中症の予防対策におけるＷＢＧＴの活用について」によること。 

（２）ＷＢＧＴ値の測定が行われていない場合には、表２の「ＷＢＧＴ値と気温、相

対湿度との関係」などが熱ストレス評価を行う際の参考になること。 

 

３  作業管理について 

（１）熱への順化の例としては、次に掲げる事項等があること。 

ア 作業を行う者が順化していない状態から７日以上かけて熱へのばく露時間を

次第に長くすること。 

イ 熱へのばく露が中断すると４日後には順化の顕著な喪失が始まり３～４週間

後には完全に失われること。 

（２）作業中における定期的な水分及び塩分の摂取については、身体作業強度等に応

じて必要な摂取量等は異なるが、作業場所のＷＢＧＴ値がＷＢＧＴ基準値を超え

る場合には、尐なくとも、０．１～０．２％の食塩水、ナトリウム４０～８０mg/

１００mℓのスポーツドリンク又は経口補水液等を、２０～３０分ごとにカップ１

～２杯程度を摂取することが望ましいこと。 

 

４  健康管理について 

（１）糖尿病については、血糖値が高い場合に尿に糖が漏れ出すことにより尿で失う

水分が増加し脱水状態を生じやすくなること、高血圧症及び心疾患については、

水分及び塩分を尿中に出す作用のある薬を内服する場合に脱水状態を生じやすく
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なること、腎不全については、塩分摂取を制限される場合に塩分不足になりやす

いこと、精神・神経関係の疾患については、自律神経に影響のある薬（パーキン

ソン病治療薬、抗てんかん薬、抗うつ薬、抗不安薬、睡眠薬等）を内服する場合

に発汗及び体温調整が阻害されやすくなること、広範囲の皮膚疾患については、

発汗が不十分となる場合があること等から、これらの疾患等については熱中症の

発症に影響を与えるおそれがあること。 

（２）感冒等による発熱、下痢等による脱水等は、熱中症の発症に影響を与えるおそ

れがあること。また、皮下脂肪の厚い者も熱中症の発症に影響を与えるおそれが

あることから、留意が必要であること。  

（３）心機能が正常な労働者については１分間の心拍数が数分間継続して１８０から

年齢を引いた値を超える場合、作業強度のピークの１分後の心拍数が１２０を超

える場合、休憩中等の体温が作業開始前の体温に戻らない場合、作業開始前より

１．５％を超えて体重が減尐している場合、急激で激しい疲労感、悪心、めまい、

意識喪失等の症状が発現した場合等は、熱へのばく露を止めることが必要とされ

ている兆候であること。 

 

５  救急処置について 

  熱中症を疑わせる具体的な症状については表３の「熱中症の症状と分類」を、具

体的な救急処置については図の「熱中症の救急処置（現場での応急処置）」を参考

にすること。 

（略）
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職場における腰痛予防対策指針（抜粋） 

 

４ 健康管理 

(1)  健康診断 

重量物取扱い作業、介護・看護作業等腰部に著しい負担のかかる作業に常時従事する 

労働者に対しては、当該作業に配置する際及びその後６月以内ごとに１回、定期に、次 

のとおり医師による腰痛の健康診断を実施すること。 

イ 配置前の健康診断 

配置前の労働者の健康状態を把握し、その後の健康管理の基礎資料とするため、配 

置前の健康診断の項目は、次のとおりとすること。 

(ｲ) 既往歴（腰痛に関する病歴及びその経過）及び業務歴の調査 

(ﾛ) 自覚症状（腰痛、下肢痛、下肢筋力減退、知覚障害等）の有無の検査 

(ﾊ) 脊柱の検査：姿勢異常、脊柱の変形、脊柱の可動性及び疼痛、腰背筋の緊張及び 
圧痛、脊椎棘突起の圧痛等の検査 

 (ﾆ) 神経学的検査：神経伸展試験、深部腱反射、知覚検査、筋萎縮等の検査 

(ﾎ) 脊柱機能検査：クラウス・ウェーバーテスト又はその変法（腹筋力、背筋力等の 

機能のテスト） 

なお、医師が必要と認める者については、画像診断と運動機能テスト等を行うこと。 

ロ 定期健康診断 

(ｲ) 定期に行う腰痛の健康診断の項目は、次のとおりとすること。 

ａ 既往歴（腰痛に関する病歴及びその経過）及び業務歴の調査 

ｂ 自覚症状（腰痛、下肢痛、下肢筋力減退、知覚障害等）の有無の検査 

(ﾛ)(ｲ)の健康診断の結果、医師が必要と認める者については、次の項目についての健康 

診断を追加して行うこと。 

ａ脊柱の検査：姿勢異常、脊柱の変形、脊柱の可動性及び疼痛、腰背筋の緊張及び 

圧痛、脊椎棘突起の圧痛等の検査 

ｂ神経学的検査：神経伸展試験、深部腱反射、知覚検査、徒手筋力テスト、筋萎縮 

等の検査 

なお、医師が必要と認める者については、画像診断と運動機能テスト等を行うこと。 

ハ 事後措置 

事業者は、腰痛の健康診断の結果について医師から意見を聴取し、労働者の腰痛を予 

防するため必要があると認めるときは、２の(3)の作業の実施体制を始め、作業方法等の

改善、作業時間の短縮等、就労上必要な措置を講ずること。また、睡眠改善や保温対策、

運動習慣の獲得、禁煙、健康的なストレスコントロール等の日常生活における腰痛予防

に効果的な内容を助言することも重要である。 






